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第１章 風水害に強い防災まちづくり（区・都） 

 

第１節 計画方針 

東京においては、近年、市街地の拡大に伴い、地域の持つ保水、遊水機能が低下し、河川や下

水道に大量の雨水が一気に流れ込むことから生ずる河川の氾濫や下水道管からの雨水吹き出し

などの浸水被害にたびたび見舞われている。また、河川の目標整備水準を超えるような降雨が発

生した場合など、河川が氾濫し、広範囲の浸水被害を発生させる恐れもある。文京区が「風水害

に強いまち」であるためには、東京都における河川改修事業、下水道整備事業等と連携を図り、

雨水流出抑制施設の整備を進めることにより、総合的な治水機能を高め、都市型水害に強い都市

構造を構築していくことが必要である。 

更に、区民防災組織の育成、警報発表時の適切な避難誘導等、ハード・ソフトの両面にわたる

総合的な風水害対策を推進する。 

 

第２節 河川等の施設整備 

第１ 計画方針 

都と区は、昭和61年７月の「東京都における総合的な治水対策のあり方について（本報告）」

に基づき、総合的な治水対策を実施してきた。現在、神田川では、平成22年11月に策定した「神

田川流域河川整備計画」、下水道では、「経営計画2016」に基づく対策を推進している。 

 

第２ 現況 

１ 神田川の整備状況 

都の中小河川改修事業として、50mm/h程度の降雨に対処できるよう、護岸の整備を基本に

調節池や分水路を整備している。神田川流域では、調節池９か所と分水路４か所が完成し、

現在、文京区内では船河原橋から江戸川橋の間において、護岸整備・橋梁架替工事を進めて

いる。 

また、環状七号線の地下に内径12.5ｍのトンネルを設置した（環状七号線地下調節池）。 

この調節池は、早期に事業効果を発揮させるため、第一期、第二期に事業を分割し、整備

を進めてきた。第一期（延長約2.0㎞、貯留量約24万㎥）が平成９年４月、第二期（延長約

2.5㎞、貯留約30万㎥）が平成17年９月より取水を開始し、下流域の水害軽減に大きな効果

を発揮している。 

【河川の現況】 

河川名 整備延長 流域面積 文京区内延長 文京区内流域面積 

神田川 24,600ｍ 105,000,000㎡ 4,700ｍ 10,300,000㎡ 
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２ 下水道整備状況 

都市機能を浸水被害から守るため、おおむね 50mm/hの降雨に対処するポンプ所や幹線管

渠など、基幹施設の雨水排水能力の増強を図るとともに、局所的集中豪雨により浸水被害が

発生している地域において、貯留管の整備など緊急的な対応を行い、浸水被害の軽減を図っ

ている。 

３ 雨水流出抑制施設整備 

（１）区道の整備 

雨水を地中に浸透させるため、透水性舗装、浸透ます等を設置している。 

（２）公園等の整備 

雨水を地中に浸透させるため、浸透ます、浸透トレンチや縁石の嵩上げ等、一時貯留す

る施設を設置している。 

（３）大規模建築に伴う整備 

一定規模以上の建築計画に際し、「文京区宅地開発並びに中高層建築物等の建設に関す

る指導要綱」に基づき、貯留・浸透施設の設置を義務化している。 

（４）公共施設を活用した整備 

平成24年６月に策定した「緊急豪雨対策」に基づく「公共施設における一時貯留施設等

の設置に係る技術指針」により、公共施設を活用した一時貯水施設等の設置を促進してい

る。 

 

第３ 事業計画 

１ 対策促進エリアの設定 

都においては、「東京都豪雨対策基本方針（改定）(平成26年６月)」に基づき、浸水被害

状況、降雨特性、流域特性などを踏まえ、河川・下水道の整備において、「対策強化流域」・

「対策強化地区」を選定している。豪雨対策を強化する流域・地区においては、豪雨対策計

画を策定し、河川や下水道の整備に加え、浸透施設の設置などの流域対策、地下空間への浸

水対策などの家づくり・まちづくり対策を重点的に促進していく。 

２ 計画 

「東京都豪雨対策基本方針（改定）（平成26年６月）」において、文京区では「対策強化流

域」として神田川流域、「対策強化地区」として千石、大塚、千駄木の３地区が選定されて

いる。この流域・地区では、河川整備事業、下水道整備事業、流域対策、家づくり対策によ

り、おおむね30年後までに最大で75mm/hまでは浸水被害を防止する。また、75mm/hを超える

降雨に対しても、生命の安全を確保することを目標としている。 

 

第３節 土砂災害に関する対策 

第１ 計画方針 

集中豪雨や台風などの大雨による、急傾斜地の崩壊等による土砂災害の被害を未然に防止す

るため、危険箇所の整備を図る。また、土砂災害に対する警戒避難態勢を整備する。 
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第２ 現況 

がけ地に建築物や擁壁等を設ける場合、建築基準法、土砂災害警戒区域等における土砂災害

防止対策の推進に関する法律（以下「土砂災害防止法」という。）及び東京都建築安全条例に

基づき、防災上の指導を行っている。 

都は、土砂災害防止法に基づく基礎調査の結果に基づき、平成29年３月に区内15か所に土砂

災害警戒区域を、そのうち11か所に土砂災害特別警戒区域を指定した。 

また、傾斜度30度以上かつ高さ５ｍ以上で想定被害区域内に５戸以上の人家が存在するなど、

一定の要件をみたすものを急傾斜地崩壊危険箇所とし、都が調査を実施している。 

平成30年10月１日現在、区内の急傾斜地崩壊危険箇所は、自然斜面12か所、人工斜面36か所

の計48か所である。 

〈資料編 第28 土砂災害警戒区域及び特別警戒区域一覧表 Ｐ104〉 

〈資料編 第29 急傾斜地崩壊危険箇所一覧表 Ｐ105〉 

 

第３ 事業計画 

１ がけ・擁壁の整備に対する指導と助成制度の活用 

がけ・擁壁は、基本的には所有者の責任において自主的に管理され、かつ、安全に維持さ

れなければならない。 

今後、がけ地に建築物や擁壁等を新たに設ける工事を行う者に対しては、建築基準法及び

東京都建築安全条例に基づく指導の徹底を図っていく。 

また、区は、必要に応じて安全確保のための点検と適切な指導を行うとともに、がけ整備

資金助成制度（平成31年４月より助成対象、助成金額を拡充）の活用を図り、所有者に対す

る改修の指導を進めていく。 

２ 情報収集と伝達 

区は、急傾斜地（がけ・擁壁）等について、区民、警察、消防等から前兆現象や災害発生

等の情報を収集し、急傾斜地（がけ・擁壁）等の崩壊等による被害が発生する危険があると

きは、防災関係機関等に連絡するとともに、防災行政無線や広報車等を使用して区民に注意

の伝達をする。 

〈資料編 第62 土砂災害警戒情報伝達系統図 P172〉 

３ 水害・土砂災害実施要領の策定 

土砂災害に対する警戒避難態勢の充実を図るため、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル

作成ガイドライン」（内閣府）及び「土砂災害警戒避難ガイドライン」（国土交通省）に基づ

き、区の地域特性等を踏まえ、「文京区水害・土砂災害対策実施要領」を策定した。また、

区民等が適切に避難行動を取れるよう、要領の内容について周知を行う。 

４ 土砂災害警戒情報の活用 

東京都及び気象庁が共同発表する土砂災害警戒情報が、文京区に伝達された場合には、避

難勧告等を発令して人的被害の防止を図る。避難勧告等の発令対象地域、伝達、避難所の開

設等については、文京区水害・土砂災害対策実施要領に基づき対応を行う。 
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５ 土砂災害警戒区域等の基礎調査及び指定 

都が実施する、「土砂災害防止法」に基づく基礎調査の結果、平成29年３月に区内に土砂

災害警戒区域・土砂災害特別警戒区域が指定された。このため、区では文京区土砂災害ハザ

ードマップ、土砂災害パンフレット「土砂災害に備えて～日頃の備えと早めの避難～」を作

成し、区民に土砂災害の危険性を周知し、新たに避難所を指定するなど、警戒態勢の整備を

図ってきた。 

今後、都の二次調査の結果に基づき、土砂災害警戒区域等の追加指定がなされた場合、区

では避難所の見直し等、警戒態勢の更なる整備に取り組む。 

６ 土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設への支援 

土砂災害防止法に基づき、土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の管理者又は所有者は、

避難確保計画の作成及び避難訓練の実施等が義務化されたため、区は施設管理者等の計画作

成等を支援する。 

 

第４節 浸水対策 

第１ 計画方針 

河川の氾濫や雨水出水（内水氾濫）、高潮などにより、地下空間など浸水の危険性のある施

設について、浸水想定区域内における円滑、かつ、迅速な避難を確保するための措置を講ずる

必要がある。 

 

第２ 事業計画 

１ 洪水予報等の伝達 

区ホームページ、ＳＮＳ、防災行政無線、「文の京」安心・防災メール、緊急速報メール

（エリアメール）、Ｌアラート、ＣＡＴＶ、「Ｙａｈｏｏ！防災速報」等を活用して情報の伝

達を行う。 

〈資料編 第61 神田川洪水予報伝達系統図 Ｐ171〉 

２ 円滑かつ迅速な避難の確保 

文京区水害ハザードマップや防災パンフレットを区民に広く周知し、避難所や避難経路の

確認を行うとともに、災害時に迅速に対応できる態勢を取ることができるよう啓発を行う。

また、都から高潮の浸水想定区域の指定を受けた場合には、指定区域のハザードマップを策

定し、周知を行う。 

３ 水害・土砂災害実施要領の運用 

水害に対する警戒避難態勢の充実を図るため、「避難勧告等の判断・伝達マニュアル作成

ガイドライン」（内閣府）及び「土砂災害警戒避難ガイドライン」（国土交通省）に基づき、

区の地域特性等を踏まえ、「文京区水害・土砂災害対策実施要領」を策定し、運営する。ま

た、区民等が適切に避難行動を取れるよう、要領の内容について周知を行う。 

４ 地下街等又は要配慮者利用施設への対応 

浸水想定区域内に地下街又は要配慮者利用施設その他特に防災上配慮する必要があると

認められるものがある場合は、これらの施設の名称及び所在地をあらかじめ把握し洪水予報

等の情報伝達体制を構築する。 
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また、浸水想定区域内の地下街等の管理者は、当該施設の利用者が円滑かつ迅速に避難し、

当該施設への浸水の防止を図るために、避難確保・浸水防止計画を策定する。計画の策定後、

当該施設の管理者は、区に報告し公表するとともに、計画の定めるところにより、自衛水防

組織を設置し、避難確保・浸水防止に係る訓練を実施する。 

〈資料編 第45 浸水想定区域内の要配慮者利用施設 Ｐ125〉 

〈資料編 第46 浸水想定区域内の地下街等 Ｐ125〉 

５ 地下空間管理者による情報判断 

地下を利用している施設の管理者は、日頃から浸水実績図や浸水想定区域図をもとに、当

該地下利用施設の浸水の危険性を把握し、避難誘導経路の確保に努める。 

また、地下を利用している施設の管理者は、提供される降雨に関する情報等を積極的に活

用するとともに、出口付近の地盤高を目安にして、早めの警戒策を講じる。 

６ 浸水想定区域内の要配慮者利用施設への支援 

水防法に基づき、浸水想定区域内の要配慮者利用施設の管理者又は所有者は、避難確保計

画の作成及び避難訓練の実施等が義務化されたため、区は施設管理者等の計画作成等を支援

する。 

 

第５節 窓ガラス等の落下防止 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第３章（42ページ）】参照 

 

第６節 屋外広告物等に対する規制 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第３章（44ページ）】参照 
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第２章 公共施設及び交通施設の安全化 

（区・都・首都高速道路・都交通局・東京地下鉄） 
 

第１節 計画方針 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（32ページ）】参照 

 

第２節 道路の整備 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（32ページ）】参照 

 

第３節 橋梁の整備 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（33ページ）】参照 

 

第４節 首都高速道路 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（34ページ）】参照 

 

第５節 都営地下鉄 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（35ページ）】参照 

 

第６節 東京地下鉄 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第２章（36ページ）】参照 
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第３章 ライフライン施設の安全化 

 （東京電力パワーグリッド・東京ガス・都水道局・都下水道局・東日本電信電話） 
 

第１節 基本方針 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第５章（58ページ）】参照 

 

第２節 電気施設 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第５章（58ページ）】参照 

 

第３節 ガス施設 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第５章（59ページ）】参照 

 

第４節 上水道施設 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第５章（60ページ）】参照 

 

第５節 下水道施設 

第１ 計画方針 

区民の安全で衛生的な生活環境を確保するため、地震や豪雨などの災害に備えた取り組みを

行い、被害の規模を最小限にとどめるように努める。 

 

第２ 事業概要 

１ 施設整備 

下水道幹線やポンプ所など基幹施設を計画的に整備し、雨水を排除する能力を向上させる

ことで浸水被害を軽減するため、「経営計画2016」を策定し、特に浸水の危険性の高い地区

を対策地区として重点化し対策を進めている。 

２ 気象情報の把握と情報提供 

（１）降雨情報システム（東京アメッシュ）により、雷雨や集中豪雨、台風による豪雨の際に

降雨情報を的確に把握して、施設の適時適切な運転管理を行っている。 

（２）降雨情報システムによる情報は、都民の防災活動を支援するためホームページにリアル

タイムで掲載している。 

３ 防災意識の啓発 

防災関係機関と連携を図り、イベント等による浸水対策リーフレットの配付、模型による

雨水桝の機能確保、地下室浸水体験模型による避難体験、土のう積等による水防訓練の実演

等により区民自身が行う浸水に対する備えを周知して防災意識を啓発する。 

 

第６節 通信施設 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第５章（63ページ）】参照 
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第４章 区民の防災意識の啓発と防災行動力の向上（防災関係機関） 

 

第１節 基本方針 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第６章（64ページ）】参照 

 

第２節 区民の防災意識の啓発 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第６章（64ページ）】参照 

 

第３節 事業所の防災意識の啓発 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第６章（67ページ）】参照 

 

第４節 区民防災組織等の育成強化 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第６章（68ページ）】参照 

 

第５節 事業所における防災体制の育成強化 

第１ 計画方針 

事業所は、その社会的責任を果たすため、自らの組織力を活用して、災害時に事業所が行う

べき活動内容を定めるとともに、活動組織体制の確立、育成に努め、地域の防災行動力の向上

に寄与する。 

 

第２ 事業計画 

１ 事業所における防災行動力の育成、強化 

区は、風水害時において、事業所が自らの組織力を活用した活動ができるように、平常時

から防災に関する情報提供を行うとともに、自発的な防災訓練の実施等を指導・支援し、防

災行動力の育成・強化を図る。 

 

第６節 区立学校（園）及び私立保育園における安全指導・安全管理 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第６章（71ページ）】参照 

 

第７節 水防訓練の実施 

第１ 計画方針 

水防法及び東京都地域防災計画等に基づき、河川の溢水、堤防の決壊による氾濫等に的確に

対処するため、水防工法の習熟等を目的とした訓練を、区、消防等が連携して実施する。 

 

第２ 現況 

１ 訓練の実施時期 

原則として、年１回以上、台風上陸時期の前に行う。 
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２ 参加機関 

区、消防署（小石川、本郷）、消防団（小石川、本郷）、その他 

３ 訓練項目 

（１）部隊編成訓練 

（２）文京区災害対策本部運営訓練 

（３）情報通信訓練 

（４）水防工法訓練 

（５）救助・救急訓練 

（６）その他水災時の活動に必要な訓練 

 

第３ 事業計画 

１ 水防活動を円滑に実施できるよう、水防工法の習熟度を向上させるための訓練を行う。 

２ 防災関係機関が連携した訓練の充実を図る。 

 

第８節 水害ハザードマップ 

第１ 計画方針 

都市型水害に対処し、被害を最小限にとどめるには、これまでの治水事業の着実な推進や組

織的な水防活動に加え、区民一人ひとりが水害の危険性を理解し、いち早く避難できる体制を

整えておく必要がある。そのためには、水害防止に関わる様々な情報を、あらかじめ住民に周

知しておくことが重要である。 

 

第２ 現況 

近年、台風や集中豪雨の被害が拡大し、大雨特別警戒や記録的短時間大雨情報が発令される

など、水害による被害が甚大化している。平成27年５月には水防法が改正され、浸水想定で用

いる雨量を「想定し得る最大規模の降雨」に改め、都は平成30年３月に浸水想定区域図等の見

直しなどを行った。 

区は、平成30年８月に「文京区水害ハザードマップ」を改定するとともに、「神田川洪水ハ

ザードマップ」を作成した。 

今後は、「水害ハザードマップ」等を活用し、危険性の認識や、出水時の迅速な避難行動に

資するため、一層の周知と水防意識の啓発に取り組む。 

なお、都は「想定し得る最大規模の高潮」による氾濫が発生した場合に生じる浸水想定区域

を示した図（高潮浸水想定区域図）を作成した。今後、区は都の高潮特別警戒水位の決定を踏

まえ、気象情報等の伝達方法や避難所等を記載した「高潮ハザードマップ」を作成し、区民周

知を行う。 

 

第３ 事業計画 

１ 区報、ＣＡＴＶ、防災パンフレット等を利用した周知 

２ 区ホームページでの公表  
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３ 避難所運営訓練や出前講座等での周知 

４ 浸水想定区域（高潮）の指定時におけるハザードマップの作成・周知 

〈資料編 第31 文京区水害ハザードマップ Ｐ107〉 

〈資料編 第32 神田川洪水ハザードマップ Ｐ109〉 

〈資料編 第33 神田川洪水ハザードマップ【浸水継続時間】 Ｐ111〉 

 

第９節 土砂災害ハザードマップ 

第１ 計画方針 

本区の特色の１つとして坂と崖の多い起伏に富んだまちの形成が挙げられる。このような地

域特徴を持つ本区では、台風や大雨の場合に大量の水分が地中にしみ込み、土砂災害の１つで

ある「がけ崩れ（急傾斜地の崩壊）」が発生する恐れがある。 

土砂災害は、突発的に大きな破壊力を持って発生することが多く、発生場所や発生時刻を正

確に予測することが難しい災害である。このため、土砂災害警戒区域等に居住する区民には、

日頃から土砂災害の特色や危険性の認識を図り、災害の恐れがある場合の避難行動など、避難

警戒態勢を十分に周知していく必要がある。 

 

第２ 現況 

近年、台風や長時間にわたる大雨に伴う土砂災害による被害規模が拡大している。特に、平

成29年７月の九州北部豪雨や平成30年７月の西日本豪雨では、河川の氾濫とともに、多くの地

域で土砂災害による甚大な被害が発生している。土砂災害は発生の予測が難しく、被害が拡大

する傾向にある。このため、危険箇所や避難所を記載するハザードマップの必要性は高い。こ

のため、「文京区土砂災害ハザードマップ」を整備の上、区民に広く公表し、危険性の認識や、

避難情報の発令時などにおいて避難行動に資するため、一層の周知と土砂災害への意識啓発を

図る。 

 

第３ 事業計画 

１ 区報、ＣＡＴＶ、防災パンフレット等を利用した周知 

２ 区ホームページでの公表 

３ 避難所運営訓練や出前講座等での周知 

〈資料編 第34 文京区土砂災害ハザードマップ Ｐ113〉 
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第５章 気象情報等の把握（区） 

 

第１節 基本方針 

文京区及び周辺の降雨量、気象警報、竜巻等の激しい突風の発生するおそれのある時の情報等

の各種気象情報を把握し、的確な災害対策態勢を編成するように努める。 

 

第２節 気象情報の収集 

第１ 計画方針 

区は、防災センターに整備してある情報関連機器等を有効に活用し、気象情報を収集、分析

し、的確な災害対策が実施できるように努める。 

 

第２ 現況 

１ 現況の把握 

区では、水防対策として、水防災監視システムの運用による水位・雨量等の情報、気象庁

及び民間気象情報会社から気象予測等の情報を収集している。 

２ 降雨量の把握 

区内に設置した５か所の雨量計の観測データ、新宿区・中野区との協定に基づく神田川上

流区の雨量計の観測データを、防災センターの水防災監視システムで常時把握している。 

３ 神田川の水位の把握 

（１）区内の神田川の護岸に設置した２か所の水位計の観測データ及び新宿区・中野区との協

定に基づく神田川上流区の水位計の観測データを、防災センターの水防災監視システムで

常時把握している。 

（２）区内の神田川護岸（隆慶橋）に設置した河川監視カメラの映像を、防災センターの水防

災監視システムで常時把握している。 

４ 神田川付近のサイレンの吹鳴 

華水橋及び隆慶橋付近に設置した水位計が、異常水位となった時はサイレンが吹鳴する。 

（１）サイレン吹鳴水位とサイレン設置場所 

水位計設置場所 
護岸天端下距離 

サ イ レ ン 設 置 場 所 
警 戒 危 険 

華水橋(水道２-９) 約2.4ｍ 約1.2ｍ 
青柳保育園仮園舎敷地、関口一丁目児童

遊園、古川橋付近 

隆慶橋(後楽２-７) 約2.62ｍ 約1.73ｍ 小桜橋付近、白鳥橋付近、隆慶橋付近 

 

（２）サイレン吹鳴時間 

警戒  10秒吹鳴、５秒休み、10秒吹鳴の動作を３分間継続する。 

危険  20秒吹鳴、10秒休み、20秒吹鳴の動作を５分間継続する。 
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５ 気象警報の把握 

大雨警報、洪水警報等が発表された場合は、都は、その内容を防災センターに連絡するこ

ととなっている。また、勤務時間外は、防災宿直が連絡を受けた後、防災関係者に連絡する。 

〈資料編 第60 気象情報伝達系統図 P170〉 

６ 気象警報等の発表基準 

〈資料編 第79 気象庁が行う警報・注意報発表基準一覧表 Ｐ327〉 

７ 特別警報の運用 

気象庁は平成25年８月30日から特別警報の運用を開始し、警報の発表基準をはるかに超

える豪雨や大津波等が予想され、重大な災害の危険性が著しく高まっている場合に、特別

警報を発表し最大限の警戒を呼びかける。区は、特別警報が発表された場合、「文京区水

害・土砂災害対策実施要領」に基づき応急対策を実施する。 

 

第３ 事業計画 

水防対策業務は、区民の財産と生命を守るため、常に正しい情報が把握できる状態を保つ必

要がある。従って、水防災監視システムについては、定期的な更新及び適切な運用・管理に努

める。 

１ システム更新 

区では、平成19年度に水位計・雨量計等観測設備の更新及び河川監視カメラの新設を行っ

ている。常に正しい情報を把握するため、今後とも、システム更新後５年を目途に、再更新

について検討する。 

２ システム運用 

近年、大都市を中心に突発的な集中豪雨が多発している。いつ起こるか分からない集中豪

雨等に対応するため、雨量計、水位計、河川監視カメラ等の観測設備、防災センター内の中

央処理装置、監視用パソコン等の設備を良好な状態に保ち、常に正確な情報の収集・提供に

努める。 

 

第３節 気象情報の伝達 

第１ 計画方針 

防災センターで把握した気象情報を災害対策活動等に活用する。 

〈資料編 第80 気象警報・通報指示系統図 Ｐ328〉 

第２ 現況 

１ 防災関係機関との連絡 

把握した気象情報を、必要と認められる防災関係機関等に伝達する。 

また、一般電話及び携帯電話による連絡が困難な場合は、整備してある防災行政無線や無

線ＦＡＸ等を使用している。 

２ 休日、夜間の連絡体制 

民間気象情報会社から「区内又は神田川上流区域の降雨予報に異常があるとき」又は、「気

象注意報・警報発表」などの連絡があった場合は、可能な限り１の体制と同様の体制をとっ

ている。 
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３ ケーブルテレビへの河川情報送信システムの導入 

大雨等の警報発令時にケーブルテレビ画面の本編を縮小させ、Ｌ字に空いたスペース上に

文字等の情報を表示し、区民に対し水害に対する注意を喚起している。 

《表示内容》 （１）文京区内の大雨あるいは洪水警報 

       （２）区内４か所の神田川水位の状況 

 

４ 防災気象情報発信サイト(ホームページ)による防災気象情報の提供 

文京区内の気象予測、警報等の発表状況、台風情報等を、ホームページにより公開してい

る。また、モバイル向けページも運用しており、携帯電話にて情報収集を行うことができる。 

更に、区では、水位・雨量・河川監視カメラ映像など、新たな水防災監視システムで収集

した情報について、ホームページで提供している。 

 

第３ 事業計画 

１ 「文の京」安心・防災メールの活用 

気象情報、地震情報、災害情報等を登録者の携帯電話やスマートフォン等のメールアドレ

スに配信する「文の京」安心・防災メールの活用促進を図る。 

２ インターネット等を活用した情報伝達 

情報伝達の多様化を図るため、ホームページやＳＮＳを活用して気象情報等を発信する。 

３ 情報利用方法の研修 

水防災監視システム等で把握した情報を総合的に判断し、適切な対策が取れるように、関

係部署の職員に対し、システムの取り扱い方法を研修していく。 
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第６章 物資の備蓄等（区） 

 

第１節 基本方針 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第７章（76ページ）】参照 

 

第２節 飲料水、生活用水の確保 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第７章（76ページ）】参照 

 

第３節 食糧の確保 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第７章（78ページ）】参照 

 

第４節 生活必需品、応急対策用資器材、医療資器材等の確保 

【第２編 震災対策／第１部 震災予防計画／第７章（79ページ）】参照 

 

第５節 区の水防応急対策用物資の備蓄 

第１ 計画方針 

水防管理者は、その管内における水防を十分に果たせるよう、水防用具、資器材及び設備を

準備し、実態に応じて機能的な配分ができるよう備蓄する。 

 

第２ 現況 

１ 水防倉庫及び備蓄資材 

〈資料編 第54 水防用備蓄資器材一覧表 Ｐ163〉 

２ 水害対策用土のう堆積数及び場所 

〈資料編 第55 水害対策用土のう堆積場所一覧表 Ｐ164〉 

 

第３ 事業計画 

水防用資器材及び水害対策用土のうについては、常に必要数を確保し、緊急の場合に対処で

きるよう整備点検に努める。 

 


